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44 知的資産創造／2004年5月号

1 情報システムは、その専門性が高いために、経営からはブラックボックスとし

て見られ、情報システム部門やCIO（最高情報責任者）に一任されてしまうこ

とが多い。しかし、情報システムをどのように位置づけて、どのように活用す

るかは、情報システム部門の問題ではない。情報システムを事業や経営の視点

から捉え直すことが求められている。

2 企業運営の観点から情報システムを見れば、｢IT（情報システム・情報技術）

提供機能の持ち方」すなわちITベンダーの活用方法が課題として浮かび上が

ってくる。各企業は、情報戦略、システム企画、開発、運用、保守という切り

口で、それぞれの機能をインソーシング（内製化）するのか、もしくはアウト

ソーシングするのかという議論を行ってきている。しかし、ITベンダーとの

役割分担は、このような切り口ではなく、｢コア情報システムとノンコア情報

システム」および「情報システム事業の規模」の２つの視点から検討すること

が適切である。

3 ITベンダー選択の視点としては、企業ブランドやSLA（サービス品質保証）

構築力、コストなどが使われてきているが、これはITのパートナーを選択す

る場合には適切な指標とはなり得ていない。ITパートナーに求めるべき要件

は“業界インサイト”（業界に対する深い洞察・理解）である。

4 ITパートナーを活用して事業運営を行うためには、まず業界インサイトを有

しているITベンダー、もしくは業界インサイト構築能力のあるITベンダーを

ITパートナーとして選択すること、次に業界インサイトに基づいて、事業運

営を考慮した情報システムを提供し続けてもらうことがポイントである。
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1 経営から見た情報システムの
位置づけ
情報システムは第４の資源、もしくは情報

システムは経営の根幹といったことが言われ

て久しい。また経営者は、いろいろな場面で

情報システムの重要性をアピールしている。

これは、情報システムをうまく活用していく

ことで、顧客に対する価値の向上が可能であ

り、自社内の大幅な効率化が実現されるが、

一方で、多額の投資が必要であり、その導入

に失敗すれば全く使われないで捨て去られて

しまうことも多いからだろう。

このように経営的にも重要視されている情

報システムだが、問題なく非常にうまくいっ

ているという企業は少ない。数多くの企業

が、情報システムに関して何らかの課題を抱

えている。

情報システムは経営から重要視されてはい

るが、一方でその扱いはブラックボックスと

なってしまっており、情報システム部門や

CIO（最高情報責任者）に一任されてきた。

これは、情報システムに必要な技術が高度に

専門的なために、経営からは理解されづらい

こと、さらには、その専門性を追求するため

に、情報システム部門に長くとどまる人材が

増え、他部門との交流がほとんどなされず、

情報システム部門自体がブラックボックス化

してしまう傾向があるからである。

しかし、情報システムをどう位置づけて、

どのように活用するかは、決してその部門や

CIOに任せておくべきものではない。情報シ

ステムを事業や経営の視点から捉え直すこと

が求められている。

経営として情報システムに関して最も考え

なければならないことは、｢IT（情報システ

ム・情報技術）提供機能の持ち方」である。

つまり、｢情報システムを提供してくれる機

能をどのような形で保持しておけば、品質的

にもコスト的にも安心して事業運営を続けて

いくことが可能なのか」という課題である。

2 これまでのIT提供機能の持ち方
（１）インソーシングとアウトソーシング

以前から一般的に行われている外部パート

ナー（リソース）との付き合い方は、インソ

ーシング（内製化）における、不足リソース

の調達がメインである。すなわち、基本的に

は自社内ですべての情報システムに関する業

務を行うが、開発時点で不足する人手を補っ

たり、運用オペレーションのように自社で抱

える必要が薄い業務について外から人員、工

数を調達したりしてきた。

しかし、多くの企業にとっては、さらに踏

み込んで、外部パートナーが管理監督責任ま

でを負うアウトソーシングという形で、外部

パートナーの力を借りることが、企業の戦略

上の重要かつ有効な選択肢として考えられる

ようになってきている。

（２）ITアウトソーシングの５形態

次ページの図１にITアウトソーシングの

５つの形態を掲げる。図の横軸は、企業の

IT分野におけるバリューチェーン（価値連

鎖）を示している。５つの形態は、一般に下

に行くほど、つまり広いバリューチェーンを

アウトソーサー（アウトソーシングサービス

提供企業）がカバーしようと思うほど、アウ

Ⅰ これまでの情報システムの
捉え方
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46 知的資産創造／2004年5月号

トソーサーの提供する付加価値は高いが、リ

スクも高くなる傾向にある。

①運用アウトソーシング

最も基本的なITアウトソーシングの形態

である。すでに完成している情報システムに

対し、より安価かつ安全な稼働環境（および

資産）を保証するサービスとなる。

②保守アウトソーシング

アプリケーションの保守までを受託するも

のである。なお、①と②については、外部パ

ートナーはユーザー企業の業種・業務につい

て、後述する業界インサイトという深い知見

を有している必要はない。

③フルアウトソーシング

顧客企業の情報システムの一部、または全

部の開発・保守・運用業務を一括して請け負

う形態である。①、②に比べて、アウトソー

サー側に求められる業種・業務知識および事

業リスクは圧倒的に多い。

④BPO

フルアウトソーシングは、開発、保守、運

用といった情報システムの分野で、包括的に

業務を請け負うものである。BPO（ビジネ

ス・プロセス・アウトソーシング）は、それ

をさらに一歩推し進めた形である。具体的に

は、情報システムだけでなく、それにより実

現される特定の業務までも含めて請け負う。

⑤BTO

BTO（ビジネス・トランスフォーメーシ

ョン・アウトソーシング）は、継続的事業コ

注）ASP：アプリケーション・サービス・プロバイダー、BPO：ビジネス・プロセス・アウトソーシング、BTO：ビジネス・トランスフ�
　　ォーメーション・アウトソーシング、IT：情報システム・情報技術�

図1　アウトソーシングの5分類�

高　　　　　　　　　　　顧客への付加価値 ＝ アウトソーサーの利益（およびリスク）�
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業務オペレーション�
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　CRM、物流、人事、会計分野など�
　業務までもアウトソーシング�

⇒　情報システムまでをアウトソーサーが提供する�

�BTO�
　アウトソーサーにもリスクをとって事業を�
　行うことを求められる可能性が高い�

⇒　情報システムまでをアウトソーサーが提供する�
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ンサルティングとセットになったITアウト

ソーシングといえる。新事業の立ち上げ、ビ

ジネスモデルの改革などを情報システムと併

せて請け負う。顧客のパートナーとして、と

もに事業リスクをとっていく形態である。

事業環境が大きく変化している時代には、

企業もそれに対応して変革を続けていくこと

が求められる。こうした変革を実現するため

には、自社の力だけではなく、外部の力を借

りるBTOが有力な選択肢となってきている。

1 コアシステムと
ノンコアシステム

従来、｢IT提供機能の持ち方」については、

情報システムをひとくくりにして考えるか、

もしくは、システム企画、システム開発、シ

ステム保守、システム運用というシステムラ

イフサイクルの段階ごとに切り分けて、その

機能をどうすべきか、どんな形で持つべきか

と検討されてきている。たとえば、｢システ

ム保守・運用」は日々のオペレーション遂行

機能なので、その部分は外部にすべてゆだね

るが、システム戦略の立案やシステム企画は

戦略的な機能なので、自社に持つべきという

議論である。

しかし、筆者らは、その情報システムが事

業的、経営的に見て「差別化をもたらす自社

のコアに相当する情報システム」なのか、そ

れとも「ノンコアに相当する情報システム」

なのかで分けるべきだと考えている（図２）。

差別化をもたらす情報システムというの

は、直接的に顧客や従業員に対して価値を提

供しており、常に変革・改善していくことを

求められる情報システムである。コア、ノン

コアの切り分けは、自社が何を差別化と考え

ているかによるので、一概には決められない

が、たとえば、携帯電話会社の通信関連シス

テムやインターネット専業証券会社の取引シ

ステムがコアに相当する。弁護士事務所やコ

ンサルティング会社のように、知識やノウハ

ウが顧客に対する付加価値を産んでいる会社

のナレッジマネジメントシステムも、この分

類の情報システムである。

「コアに相当する情報システム」は、早いサ

イクルで強化し続けることが求められる。強

化の手を緩めてしまえば、他社にすぐに追い

つかれてしまい、差別化の要素とはならなく

なってしまうからである。そのため、この領

域の情報システムは、自社で構築から保守ま

でを手がけることが望ましい。自社のコント

ロールのもとで、常にスピーディーな対応を

取り続ける必要がある。

一方、｢ノンコアに相当する情報システム」

は、オペレーションの効率化とか、事業運営

をスムーズに行うインフラとして利用されて

いるものである。たとえば、給与計算や請求

Ⅱ　情報システムの新しい捉え方
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書発行などのシステムはこの分類に入る。ま

た、銀行の口座管理・決済システムのよう

に、直接的に顧客に価値を提供していても、

変化が激しくなく差別化が困難であり、経営

として特に重要視していないような情報シス

テムもこの領域に該当する。これらのシステ

ムでは、効率化が最大の目的であり、できる

限り企業固有の処理を行わず、標準的な処理

を行うことで、最大限のコスト削減効果が生

み出される。

「ノンコアに相当する情報システム」で重要

なことは、低コストできちんと事業運営を支

えるインフラを維持していくことができるか

どうかである。それがきちんと行われている

かをチェックするためには、情報システムに

求められる本質的な要件が明らかになってお

り、コストとの対比がきちんと行えること、

すなわちITがブラックボックスでなくなっ

ていることが求められる。

企業内の各種業務がどのような形で運営さ

れており、どこが本質的に重要なポイントな

のか、それを支える情報システムに本質的に

求められる要件がどのようなものかが整理さ

れ、そのうえで、要件をきちんと満たす情報

システムが、適切なコストで提供されている

状況が望ましい。この状態では、ITはもは

や特殊なものではなく、厚生サービスのよう

な一般的サービスとして提供される。

こうして分類してみると、実は「コアに相

当する情報システム」は非常に少ない。大半

の情報システムは「ノンコアに相当する情報

システム」である。

自社の情報システムをこの２つの領域に分

類した場合に、規模的に見て大部分のシステ

ムがどちらに分類されるかによって、企業の

タイプを２つに分類することができる。

2 情報システムの事業規模
次に、企業のタイプを分類するもう１つの

視点として、情報システムの事業規模（IT

事業全般）がどの程度かを考える必要があ

る。情報システム事業の規模が重要となる理

由は２つある。

１つは、次々と進化していくITにキャッ

チアップしながら、それを有効に活用して情

報システムを企画し、構築、運用を続けてい

くためには、ある程度の規模の人員が関わる

ことが必須になっていることである。

以前はITの幅がそう広くはなく、メイン

フレームとその言語を理解していれば十分だ

った。しかし、オープン系やOA（オフィス

オートメーション）系、モバイル、携帯と、

ハードウェアだけを見てもバラエティーに富

む技術が利用されるようになってきた。さら

に、オペレーティングシステム、ミドルウェ

ア、言語、アプリケーション、ネットワーク

と、それぞれを専門的にウォッチするだけで

もかなりの組織が必要になっている。

もう１つの理由は、情報システムの専門家

として育成を行うためには、バラエティーに

富む仕事内容の存在が必要なことである。

一般の企業では、大規模開発はシステム更

新の時期にだけ行われるのが通常であり、そ

れ以外の期間では細かな保守業務や運用業務

しかない期間が続く。こうした状況では、人

材育成はままならない。可能な限り、企画、

開発、保守、運用などの業務がそれぞれ絶え

間なく存在している必要がある。また、ハー

ドウェア、基盤、アプリケーションといった

切り口でもバラエティーに富んだ仕事が存在
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していることが望ましい。そのためには、情

報システム関連の仕事が豊富にあること、す

なわち情報システム事業の規模が必要になっ

てくる。

自社でIT提供機能を維持していくために

は、プログラマーや運用担当を含めて、少な

くとも数百人、本来であれば500人以上の規

模が必要となる。

「自社の情報システムは、コア情報システム

が主なのか、ノンコア情報システムを主とし

ているのか」と、｢その部分に相当するIT事

業規模が500人を超えているのか、否か」の

２軸によって、企業のタイプを図３のように

４つに分けることができる。各タイプごとに

適切な「IT提供機能の持ち方」が存在する。

1 コアの情報システムが中心で、
IT事業規模が大きな企業

メガバンクなどの大手金融機関、携帯電話

会社がこのタイプに属する。情報システムが

自社の差別化の源泉であり、情報システム組

織を抱えるに十分な規模のIT事業があるの

で、インソーシングを進めることが妥当であ

る。ただし、情報システム事業を自身のコア

として推進する形態なので、ITベンダーと

同じレベルでのプロジェクトマネジメントや

人材育成が求められる。

ITベンダーとの関係は、最新技術や他業

界、他社の動向といった情報の提供と、大規

模開発などでの人手不足の充当に限られる。

2 コアの情報システムが中心だが、
IT事業規模が小さな企業

規模の大きくないｅビジネス事業者がこの

タイプに属する。本来は自社で手がけるべき

Ⅲ　企業のタイプと
IT提供機能の持ち方

注）F - OTS：フルアウトソーシング�
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　要員のスキル・キャリア形成が可能�

内製化�

�業務との密接性、スピード感が求められる�
�事業規模が大きくないため、IT　要員のスキ�
　ル・キャリア形成は困難�

事業リスクをとるパートナーとの資本受け入�
れ、提携�

大�

中
小�

ノンコア�

図3　企業の特性分類と対応�
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だが、情報システム組織を維持していくため

には規模が不足している。そのため、ITベ

ンダーとの共同出資により情報システム子会

社を運営するか、もしくは、自社の事業に賛

同してリスクをとってくれるITベンダーを

見つけ、BTOやBPOなどの業務や戦略に踏

み込んだ関係を作り上げる必要がある。

また、古くからある業界にもこのタイプに

分類される企業は多い。たとえば、ブロード

バンドを取り込んだ新しいビジネスモデルの

構築が急務なコンテンツ（音楽、映画、レン

タルビデオなど）業界、大型専門小売店やコ

ンビニに対抗した業態変革が求められるデ

パート業界など、業界そのものが「待ったな

し」の業態変革を迫られているところであ

る。これらの業界に属する企業で、情報シス

テム規模が大きく、自前で課題を解決できる

ところはわずかしかない。

残りの企業は生き残りのため、手段として

ITベンダーやSI（システムインテグレーシ

ョン）業者と戦略的アライアンスを組むこと

になる。ITベンダーから資金と技術、開発

ノウハウを受け入れて自社の差別化を実現す

るためのシステム開発を行う企業もあるだろ

うし、一歩進んで同業数社を巻き込んだ情報

システムの共同運用会社の設立を行うことも

考えられる。

3 ノンコアの情報システムが中心
で、IT事業規模が大きな企業

これは大手の製造業、サービス業が該当す

る場合が多い。本業の事業規模が大きいた

め、情報システム部門もそれなりの規模があ

る。このため、多くは情報システム子会社と

して分社化されている。IT事業規模が大き

いので、多角化の一環としてIT事業に本腰

を入れて取り組むことも考えられるが、一般

的には、情報システムは本業ではないので、

ITベンダーに全体を任せること（フルアウ

トソーシング）によって規模の経済によるメ

リットを享受する方向が検討される。

前述のように、ノンコアの情報システムは

特殊なものではなく、一般的なサービスとし

て提供されるべきものである。この３のタイ

プの企業は、社内のIT事業規模が大きいた

め、IT提供機能をサービスとして整理する

ことを行いやすく、またアウトソーサーへの

発言力も強い。そのため、ユーザー企業主導

により、自社に好ましいITサービスを構築

していくことが可能である。

情報システムを子会社化しているからとい

って、サービス化ができているとは限らな

い。外販割合の少ないIT子会社では、市場

の荒波にさらされていない分、サービスレベ

ルが低く、親会社にとってみると相対的にコ

スト高になっている。

また、親会社依存度が低く、一見独り立ち

ができているように見える情報システム子会

社にも課題はある。特に歴史のある、著名な

大企業のIT子会社に多いケースだが、有能

な人材を多く抱えているので、大手ITベン

ダー主導のシステム開発案件を紹介され、シ

ステムエンジニア、プログラマーとして多く

の仕事をこなしている。このような場合、業

績は一見順調で、他社向けサービスの規模も

大きいが、実は親会社の役に立っているとは

言い難い。サービス化を行うということは、

市場価値のある提案や開発ができるというこ

とであり、これは顧客のフロントに立ち、責

任者として大規模システムをマネージしなけ
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には、ITベンダーの力をうまく使いながら、

課題解決の方向性を見出していくことが求め

られる。｢IT提供機能をどのような形で持つ

か」という課題を解く鍵は、｢ITベンダーと

どのように付き合うか」にある。

1 これまでのITベンダーの要件
多くのユーザー企業は、アウトソーシング

の相手を選択する際に、次のような視点から

検討を行ってきていることが多いのではない

だろうか。

�基幹システムのハードウェアベンダー

……現状のシステムを最も理解している

はず

�一流ブランド……一流どころだから変な

対応はしないだろうという漠然とした安

心感と、問題が起こったとしてもその企

業を選択したことを正当化しやすい

�コストやSLA……保守、運用と同じよ

うにきちんとしたSLA（サービス品質

保証）が提示されていることとか、コン

ペにおいてコストが安いパートナーに委

託

こうした視点がITベンダーの選定基準と

なっている理由は、日本では1990年代後半ま

で、運用、保守のアウトソーシング主体の事

業が展開されてきたため、そこで利用可能な

ITベンダーの選択指標しか開発されてこな

かったからであろう。

確かに、これらの視点は、運用や保守のア

ウトソーシングにおいて有効な視点である。

運用や保守のアウトソーシングでは、アウト

ソーサーがユーザー企業の業種・業務につい

れば身に付かない。

このような課題を解決するために、最近で

は、システム子会社に戦略的アウトソーシン

グとしてITベンダーやSI会社の資本を受け

入れ、人材の交流や教育システムの導入によ

って子会社のプロジェクトマネジメント能力

や提案力の強化を図ることで、結果的に親会

社へのサービスレベル向上に役立てようとい

う試みが行われている。

4 コアの情報システムが中心で、
IT事業規模が小さな企業

不動産会社のような、情報システムのほと

んどは経理や総務といったバックオフィスに

しか使われない企業や、関連性の薄い複数の

事業を抱えていて、事業の一つ一つが規模の

小さい会社などがこのタイプに属する。

このタイプの企業では、ITの重要性は高

くなく、しかも規模が小さい。そのため、フ

ルアウトソーシングのなかでも、ITベンダ

ーの提供するパッケージや共同利用サービ

ス、ASP（アプリケーション・サービス・プ

ロバイダー）などを利用することを検討すべ

きである。ITベンダー主導でのITのサービ

ス化を進めるタイプの企業である。

もちろん、３、４のタイプの企業でも、コ

アに相当する情報システム部分を担当する機

能は、自社で保持しておく必要がある。たと

えばメーカーでは、製品に組み込まれるソフ

トや、製造管理のITなどである。この部分

に限れば、カバーすべき技術はIT全体から

みれば限定的な範囲であり、自社内で維持す

ることも可能である。

情報システムの課題を解決していくため

Ⅳ　ITベンダーに求める要件
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て深い知見を持つ必要はない。顧客の業務

が、ITとしてどう実現できているかを知っ

ていればよく、業務そのものの深い理解は必

要ない。上記のような視点からITベンダー

を選択することで十分だったのである。

言い換えれば、日本のITベンダーは、フ

ルアウトソーシングに積極的に取り組まず、

顧客が考えた戦略や定義した業務をITを使

って実現することに重点を置くことで、結果

としてシステムの設計内容そのものに関する

リスクを顧客に転化することをビジネスモデ

ルとしてきた。

2 アウトソーサーと
ITパートナー

しかし、フルアウトソーシングにおいて

は、こうした視点でのパートナー選択ではう

まくいくものではない。前述したように、ユ

ーザー企業の戦略、業界知識、業務知識が、

アウトソーサー側にも求められる。今までの

ように、｢情報システムはこう作れます」だ

けでは通用しない。ITパートナーは、ユー

ザー企業の業種・業務について深い知見を持

ち、顧客の戦略や業務が、適切に運営される

ことに関与していく必要がある。

また、次節で述べるように、保守を全面的

にアウトソーシングする場合にも、アウトソ

ーサーには業界インサイトが必須である。さ

らには、BPOやBTOともなれば、業務や戦

略までもアウトソーサーが担当するため、業

界インサイトはより強く求められる。

こうした役割を担うアウトソーサーを、

“ITパートナー”と位置づけて、従来のアウ

トソーサーとは一線を画して考えていく必要

がある。

3 ITパートナーに不可欠な
業界インサイト

ITパートナー選択の際に真に求めるべき

要件は、業界インサイトを有していること、

もしくは業界インサイトを見極められること

である。｢時間どおりに作り上げられてい

る」とか、｢当初想定の見積もり工数と乖離

していない」といった指標では決してない。

ましてや、情報システムの時間当たりの処理

件数や稼働時間で測定可能なものでもない。

“業界インサイト”とは、その業界に対する

深い洞察・理解であり、一般的には“提案

力”と言われているものである。この部分を

より詳しく見ていきたい。

各業界や業務シーンには、それぞれ適切な

業務のやり方があり、他業界のやり方や別の

業務シーンの内容をそのまま使うことはでき

ない。たとえば、受注生産と見込み生産では

在庫管理の方法は大きく異なるだろうし、同

じ見込み生産でも、工程の長さや製造ロット

数で管理すべきポイントが変わってくる。

当該業界において、どんな情報をどのよう

に扱うことがポイントなのかがきちんと整理

され、それが企業全体の中でどの業務と連携

されているべきかといった、全体像をきちん

と把握していることが必要である。より情報

システムに即して考えれば、当該事業ではど

のデータが重要であり、かつ、それらデータ

はどのように保持され、管理されるべきかと

いう全体像を描けることである。

こうした各業界や業務シーンごとに押さえ

るべき業務のポイントや、業務のポイントに

つながる業界のノウハウと、それをまとめあ

げるポイント構築能力こそが、筆者らの考え

る“業界インサイト”である。ユーザー企業
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とITパートナーは業界インサイトを共通の

価値観として、パートナーシップを深めてい

く必要がある（図４）。

4 業界インサイトに対する
３つの誤解

（１）保守の全面アウトソーシングには

業界インサイトは関係ない

「当社はフルアウトソーシングではなく、運

用・保守を全面的にアウトソーシングしてお

り、新規開発についてはそのつどコンペを行

っている。だから、アウトソーサーに業界イ

ンサイトは求めなくてもよい」と考えている

企業もある。しかし、既存システムの保守を

全面的にアウトソーシングすると、既存シス

テムに関するノウハウはすべてアウトソーサ

ー側に蓄積される。それはすなわち、業界イ

ンサイトもアウトソーサー側に転出すること

を意味する。

新規システムの構築でも、既存システムや

既存業務との連携が必要である。コンペにお

いて、新規構築部分では革新的な提案がIT

ベンダーから出されたとしても、結局は既存

システムのアウトソーサーが案件を受託する

ことが多い。もし、アウトソーサーが業界イ

ンサイトを持っていない場合には、最適な情

報システムが得られない。保守の全面アウト

ソーシングを行う場合にも、アウトソーサー

が業界インサイトを有しているかどうかをパ

ートナー選択の基準とすべきである。

（２）ユーザー企業が最も業界インサイトを

有している

「自社が業界インサイトを持っているので、

アウトソーサーが持つ必要はない。必要な

ことは、すべてきちんとRFP（要件定義書）

として伝えることができる」と考えるユーザ

ー企業もあるだろう。

確かに、実際の業務を行っているのはユー

ザー企業であり、オペレーションのやり方や

そこでのノウハウは数多く蓄積されているだ

ろう。しかし、そのノウハウから、業務が生

み出す価値に関わるポイントがきちんと整理

され、企業全体の中で事業が生み出す利潤を

左右する本質的なポイントとして統合されて

いる企業は、数少ないのではなかろうか。ユ

ーザー企業の持つオペレーションのやり方や

ノウハウとともに、それを業務ナレッジに昇

華させるポイント構築力が必要である。

（３）ERPパッケージは業界インサイトを

網羅している

業界や業務シーンごとの多種多様な処理を

サポートするために、ERP（統合基幹業務

ソフト）を含めたさまざまなパッケージソフ

トが利用されているが、残念ながら、業界ご

�

業界インサイト�

ITパートナーが持つべき�
スキル・ノウハウ�

ユーザーが持つべき�
スキル・ノウハウ�

ITの動向�

ユーティリティ化され�
たシステムパーツ群�

情報システム�

戦略� 業務�

図4　あるべき　ITパートナーとのスキーム�
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とのポイントと業務シーンごとのポイントの

両方をきちんと押さえたものは数少ない。あ

りったけの処理パターンを詰め込んでパッケ

ージ化しているか、もしくは業界を無視して

理想の業務整理が行われたシステムを、｢業

務をソフトに合わせて使うのが正しい」とい

う呪文に惑わされて、｢何とか近い形の処理

パターンを選択して、無理やりながらも利用

している」というのが現状ではなかろうか。

1 ITパートナーの選択と
リレーションシップ

以上に述べてきたように、情報システムの

機能をより効率的、効果的に保持するために

は、企業にとって最適なITパートナーを選

ぶことが重要である。しかし現実には、優れ

たITパートナーを選んではいても、長期に

わたって契約を実行していくなかでの関係性

の変化などにより、当初想定していた成果が

得られないケースも多い。

したがって、ITパートナーの「選択」と

同様に、ITパートナーとの「リレーション

シップ」を維持していくことも非常に重要な

要素となってくる。

2 従来のリレーションシップ
マネジメント

「システムの品質を担保する目的でSLAを

導入し、品質目標をユーザー企業とアウトソ

ーサー間できちんと共有すること」が、アウ

トソーシングを成功に導く要因の１つだとい

われている。SLAは、サービスの内容とそ

の水準がコストに見合うものとなっているか

どうかを客観的に評価できる、品質評価の基

準として設定されるものである。

しかし、コストやSLAだけでは、ITパー

トナーと適切に付き合う（互いに緊張関係を

持ち、より高い効用が得られる）うえでの適

切な管理・評価指標にはなり得ない。現在、

各企業でSLAとして設定されているのは、正

確性、可用性といった指標がほとんどである。

これで測定可能な品質は、運用や保守など、

ユーザー企業の事業や経営に関与しない、情

報システムに閉じた世界の品質である。IT

パートナーに最も求められる、業界インサイ

トを管理・評価する指標にはなり得ない。

3 あるべきITパートナーとのリレ　
ーションシップマネジメント
ITパートーナーが持つべき要件は業界イ

ンサイトであるという仮説のもとでは、いか

にITパートナーが適切な業界インサイトを

保持し続けるかがポイントである。そのた

め、ITパートナーとのリレーションシップ

マネジメントでは、｢業界インサイトの維持」

が重要になってくる。この観点から見た場

合、以下のような形でのリレーションシップ

マネジメントが効果的である。

（１）事業リスクレベルでの

リスクシェアリングを行う

業界インサイトを維持させるには、正確

性、可用性などの指標で語られる「システム

リスク」だけでなく、ユーザー企業の「事業

リスク」にまで踏み込んだリスクシェアを行

うことが有効である。事業リスクをシェアす

る１つの方法としては、ユーザー企業の事業
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Ⅴ　ITパートナーとのリレーション
シップマネジメント
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の変動に応じた料金体系が考えられる。

具体的には、一定の金額を徴収するのでは

なく、ユーザー企業の業績または利用料な

ど、ITパートナーが提供するシステム上で

稼働する事業の趨勢によって、ITパートナ

ーに支払われる金額を決定するという料金体

系である。たとえば、ASP型でフランチャ

イズシステムを提供し、トランザクション量

に応じて料金請求を行うといったことが考え

られる。こうすることでユーザー企業とIT

パートナーの両者が、ユーザー企業の事業の

価値を高めるという同一のベクトルを向くこ

とができる。

（２）事業の捉え方の共通認識を確認する

業界インサイトはその時々の事業環境に大

きく影響を受ける。一方、近年、ユーザー企

業の置かれている事業環境は、非常に速いス

ピードで変化している。そのため、ユーザー

企業にとって適した業界インサイトを維持す

るには、常に、ユーザー企業とITパートナ

ーの間に発生する「事業に対する捉え方のズ

レ」を補整し続けることが重要である。

具体的には、ITパートナーに、業界他社

（もしくは類似業界他社）をベストプラクテ

ィス（優良事例）としたシステム監査を定期

的に行わせることが有効に機能する。この際

には、単なるITとしての仕様を比較するの

ではなく、業界インサイトとして見たときの

見解を語らせることになる。

（３）経営言語でのコミュニケーションを

行う

従来、ユーザー企業とITパートナーは、

そのコミュニケーションをほとんど「IT言

語」に依存してきた。しかし、業界インサイ

トを有するITパートナーとのリレーション

では、 ｢経営言語」がその主なコミュニケー

ション手段となるべきである。

そのため、ユーザー企業とITパートナー

の経営トップ同士が、システムの質、コスト

などに関するレビュー会を定期的に行うこと

が効果的である。経営トップ会談は、経営言

語でのコミュニケーションの最たるものだか

らである。定期的に経営者同士がレビュー会

を行い、そのつど柔軟に契約内容を改めるこ

と、またトップ同士が密接な関係にあるとい

うことを両社の社員に明示的に見せること

で、ITパートナー側の経営的観点からのサ

ービス品質の維持が行われる。

ユーザー企業にとって適切な「IT提供機

能の持ち方（ITパートナーとの役割分担）」

を検討し、さらに、適切なITパートナーを

“業務インサイト”の視点から選択し、継続

的にリレーションシップマネジメントを行う

ことで、｢品質的にもコスト的にも適切な、

事業運営を支えてくれる情報システム」を保

持し続けることが可能となるだろう。
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